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 基幹労連 ２０１４年労働災害発生状況調査報告  

 
＜１．発生件数＞ 

（１）全体件数と推移 
2014 年中に基幹労連の加盟組合の会社・事業所において発生した休業４日以上の労働災害被災者

数は 403 人となっている。表－１は 2003 年からの被災者数の推移であるが、2014 年は前年比で 89

人増〈建設を除く 45 人増〉となっている。（回答組合数は 46組合増〈建設を除く 39 組合増〉） 

部門別でみると、鉄鋼部門は 29人増（+20％）、船重部門が 4人増（+3%）、非鉄部門が 13 人増（+38%）、

独立部門が 1人減（▲17%）、建設部門は 44 人となっている。 

 ※（）内の％は（2014 年 被災者数）と（2013 年 被災者数）を対比したもの。 

 
表－１ 労働災害被災者数・発生件数推移 

被災者 件数 被災者 件数 被災者 件数 被災者 件数 被災者 件数

鉄鋼 132 153 274 277 293 282 203 225 221 196 184 148 148 148 147 177 173

船重 105 133 167 184 216 271 179 185 179 170 168 166 165 126 126 130 126

非鉄 29 35 52 62 43 44 39 53 53 52 52 39 38 34 33 47 39

独立 4 0 0 21 21 16 14 7 7 14 13 11 11 6 6 5 5

建設 44 44

合計 270 321 493 544 573 613 435 470 460 432 417 364 362 314 312 403 387

（回答数） 196組合 160組合 222組合 122組合 192組合 296組合 304組合 319組合 311組合 310組合 307組合 353組合

2008年 2009年
2011年 2012年 2014年2010年 2013年

部門 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

 
※2003 年～2007 年に関しては、発生件数のみ。2008～2009 に関しては被災者数。2014 年から建設部門が参加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
注１） 調査対象となった加盟組合（県本部加盟含む）は 394 組合で、そのうち 353 組合から回答があった。回答率は

89.6％（直加盟 93.8％、県本部加盟 79.8％）で、昨年の 79.9％より 9.7 ポイント増加した。 

注２） 県本部加盟組合については、各部門に振り分けている。 

注３） 各組合からの報告に基づく集計では、被災者合計は 430 人であるが、そのうち 27 人分はダブルカウントである

ため、これを差し引いて 403 人とした。ダブルカウントは、加盟組合の会社の間で協力関係にある場合が多くあ

るために発生する。例えば、鉄鋼関連のＡ社の社員が鉄鋼総合の会社Ｂの現場において被災した場合、鉄鋼総合

Ｂ社の組合から「協力会社の社員が被災した」として報告があり、同じく鉄鋼関連Ａ社の組合から「自社の従業

員が被災した」として報告があるため、1件の災害につき 2つの報告がなされることになる。したがって、本報

告では、全体および部門別についてはダブルカウント分を差し引いて表示し、業種別についてはダブルカウント

分を差し引かずに表示している。また、独立部門と他の部門とのダブルカウント分は、独立以外の部門でカウン

トした。ダブルカウントの計算は 2008 年から実施している。 
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（２）業種別 

業種別でみた場合の被災者数は表－２の通りである。なお、自社従業員と協力会社従業員の内訳に

ついても併記した。 被災者の内訳は、自社（58％）、協力（42％）となった。 

表－２ 2014 年各業種別の被災者数と自社・協力会社従業員の内訳 

自社従業員 協力会社従業員

鉄鋼総合 88 51 37

普通鋼 26 14 12

特殊鋼 16 8 8

フェロアロイ 10 3 7

二次加工 16 7 9

鉄鋼一般 8 5 3

鉄鋼関連 25 6 19

総合重工 51 30 21

造船 53 36 17

機器 20 10 10

エンジ 4 4 0

非鉄総合 41 21 20

非鉄関連 5 2 3

独立 7 6 1

建設 44 42 2

県本部加盟 16 4 12

合計 430 249 181

業種 被災者数

 

次に、2007 年から 2014 年にかけての災害発生状況を各業種別で見ると、2013 年まで、減少傾向に

あったが、2014 年は増加する業種が 14部会中、9つの部会で増加した。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

注２で示した通り、業種別についての集計では、ダブルカウント分を差し引かずに表示している。 
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＜２．年齢別＞ 

（１）概況 

 前年比でみると、各年代ともに増加している。特に 31 歳～40歳、41 歳～50歳で、前年比で 17

名（20%）、38名（88%）増加している。 

※（）内の％は 年齢別 （2014 年 被災者数）と（2013 年 被災者数）を対比したもの 

 
表－３ 年齢別被災者数推移 

 18歳～25歳 26歳～30歳 31歳～40歳 41歳～50歳 51歳～59歳 60歳以上 

2007 年 78 45 84 100 174 79 

2008 年 91 55 155 98 151 77 

2009 年 65 42 82 68 129 48 

2010 年 79 41 96 61 131 62 

2011 年 59 47 109 74 85 57 

2012 年 45 28 90 67 80 54 

2013 年 47 33 84 43 60 47 

2014 年 58 41 101 81 65 57 
 

 

 
（２）部門別 

部門別で見ると、鉄鋼部門では、31 歳～40 歳の 45 人（25％）、次いで 41 歳～49 歳の 38 人

（21％）が多くなっている。船重部門では、31 歳～40 歳の 29 人（22％）が多くなっている。

非鉄部門においても、31歳～40 歳の 15人（32％）が多くなっている。 

昨年に引き続き、中間の年齢層で災害が多い状況であった。 

 ※（）内の％は（部門別 各年代の被災者数）／（部門別 被災者数） 
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表－４ 2014 年年齢別被災者数（部門別） 

 18歳～25歳 26歳～30歳 31歳～40歳 41歳～50歳 51歳～59歳 60歳以上 

鉄鋼 27 19 45 38 30 18 

船重 22 17 29 21 20 21 

非鉄 4 3 15 9 9 7 

独立 1 1 1 2 0 0 

建設 4 1 11 11 6   11  

 
（３）業種別 

 業種別でみると、鉄鋼部門では鉄鋼総合、普通鋼、特殊鋼、フェロアロイ、鉄鋼一般ともに

31 歳～40歳の層が多くなっている。 

船重部門では、総合重工にて 18 歳～25歳、26 歳～30歳の層が最も多く、造船、機器につい

ては 31 歳～40歳の層が最も多い。 

非鉄部門では、非鉄総合において 31 歳～40歳の層が最も多い。 

 

表－５ 2014 年年齢別被災者数（鉄鋼部門） 

 18歳～25歳 26歳～30歳 31歳～40歳 41歳～50歳 51歳～59歳 60歳以上 

鉄鋼総合 15 12 19 17 15 10 

普通鋼 3 1 6 5  6  5 

特殊鋼 2 1 6 4 2 1 

フェロアロイ 3 0 4 1 2 0 

二次加工 2 2 4 5 2 1 

鉄鋼一般 0 2   4  1 0 1 

鉄鋼関連 6 4 3   7  3 2 

県本部加盟 1 0   4  3 3 1 

表－６ 2014 年年齢別被災者数（船重部門） 

 18歳～25歳 26歳～30歳 31歳～40歳 41歳～50歳 51歳～59歳 60歳以上 

総合重工 11 11 8 6 8 7 

造船 8 3 12 10 9 11 

機器 1 2 8 5 1 3 

エンジ 1 1 0 1 1 0 

県本部加盟 1 0 1 0 1 0 

表－７ 2014 年年齢別被災者数（非鉄・独立・建設部門） 

 18歳～25歳 26歳～30歳 31歳～40歳 41歳～50歳 51歳～59歳 60歳以上 

非鉄総合 4 0  15 9 8 5 

非鉄関連 0 2 0 0 1 2 

県本部加盟 0 1 0 0 0 0 

独立 1 1 1 3 0 1 

建設 4 1 11 11 6   11 
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＜３．勤続年数別＞ 

（１）概況 

勤続年数別での災害発生状況は、「勤続 0～5 年」が 162 人（43％）、「勤続 6～10 年」が 91

人（24％）となった。 

また、2013 年と比較すると、「勤続 0～5 年」は 29 人、「勤続 6～10 年」は 44 人増加してい

るが、「勤続 31年以上」は 12人減少している。 

勤続年数 5年以内の被災者数は依然として極めて多く、その災害発生の抑制が、被災者数の

減少のためには極めて重要である。 

 ※（）内の％は（勤続年齢別 被災者数）／（全体 被災者数） 

 
表－８ 勤続年数別被災者数推移 

 0年～5年 6年～10年 11年～15年 16年～20年 21年～30年 31年以上 

2008年 302 73 62 42 39 93 

2009年 206 57 31 32 35 70 

2010年 199 50 34 39 41 107 

2011年 216 59 24 36 47 50 

2012年 165 54 36 22 29 58 

2013年 133 47 22 31 37 44 

2014年 162 91 32 26 38 32 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）部門別 

部門別でみても、概ね全体の傾向と同様に、「0年～5年」が最も多い傾向がある。鉄鋼部門

では 38％、船重部門では 49％、非鉄部門では 36％、独立部門では 80％、建設部門では 50％と

なっている。 

 

表－９ 2014 年勤続年数別被災者数（部門別） 

 0年～5年 6年～10年 11年～15年 16年～20年 21年～30年 31年以上 

鉄鋼 67 41 16 14 19 20 

船重 63 33 9 9 8 8 

非鉄 17 10 4 3 9 4 

独立 4 1 0 0 0 0 

建設 11 6 3 0 2 0 
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（３）業種別 

 業種別でみた場合でも、多くの業種で「0～5年」が最も多い傾向を示した。 

表－１０ 2014 年勤続年数別被災者数（鉄鋼部門） 

 0年～5年 6年～10年 11年～15年 16年～20年 21年～30年 31年以上 

鉄鋼総合 33 18 10 7 8 12 

普通鋼 8 7 2 2 4 3 

特殊鋼 4 3 2 4 1 2 

フェロアロイ 8 2 0 0 0 0 

二次加工 7 4 0 0 4 1 

鉄鋼一般 5 2 1 0 0 0 

鉄鋼関連 8 10 4 1 0 2 

県本部加盟 5 1 1 2 2 1 

 
表－１１ 2014 年勤続年数別被災者数（船重部門） 

 0年～5年 6年～10年 11年～15年 16年～20年 21年～30年 31年以上 

総合重工 28 11 3 3 2 4 

造船 23 14 5 3 6 2 

機器 9 6 1 3 0 1 

エンジ 3 1 0 0 0 0 

県本部加盟 1 1 0 0 0 1 

 
表－１２ 2014 年勤続年数別被災者数（非鉄・独立・建設部門） 

 0年～5年 6年～10年 11年～15年 16年～20年 21年～30年 31年以上 

非鉄総合 15 7 4 3 8 4 

非鉄関連 1 3 0 0 1 0 

県本部加盟 1 0 0 0 0 0 

独立 4 2 0 0 1 0 

建設 11 6 3 0 2 0 

 
＜４．経験年数別＞ 

（１）概況・部門別 

 2014 年の経験年数別での災害発生状況は、「経験 0～5年」が 185 人（47％）と大部分を占め

た。経験年数を重ねるにつれて被災者数が減少する。グラフ化すると、勤続年数別とほぼ同様

の傾向があり、「0～5年」の災害発生の抑制が、全体の発生件数の減少には欠かせない。 

部門別では、「0～5 年」の層において、鉄鋼 48％、船重 44％、非鉄 45％、独立 80％、建設

49％となっている。 

また、2013 年と比較すると、「経験 0～5 年」は 50 人、「経験 6～10 年」は 27 人増加してい

るが、「経験 31年以上」は 14人減少している。 

  ※（）内の％は（経験年齢別 被災者数）／（全体 被災者数） 
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表－１３ 2012～2014 年経験年数別被災者数（部門別） 

  0～5年 6～10年 11～15年 16～20年 21～30年 31年以上 

鉄鋼 

2013年 61 21 13 12 18 23 

2014年 85 35 20 13 12 12 

船重 

2013年 60 21 12 9 10 14 

2014年 57 31 10 13 11 8 

非鉄 

2013年 12 10 3 4 5 0 

2014年 21 8 1 4 10 3 

独立 

2013年 2 2 0 0 0 2 

2014年 4 0 0 1 0 0 

建設 2014年 18 7 4 4 2 2 

合計 

2013年 135 54 28 25 33 39 

2014年 185 81 35 35 35 25 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）業種別 

 各業種別においても、「0～5年」の割合が高くなっている。 

 

表－１４ 2014 年経験年数別被災者数（鉄鋼部門） 

 0～5年 6～10年 11～15年 16～20年 21～30年 31年以上 

鉄鋼総合 37 15 15 6 8 7 

普通鋼 12 6 2 3 1 2 

特殊鋼 6 3 1 4 0 2 

フェロアロイ 9 1 0 0 0 0 

二次加工 8 4 1 0 2 1 

鉄鋼一般 6 1 1 0 0 0 

鉄鋼関連 11 7 4 1 2 0 

県本部加盟 10 1 0 0 1 0 
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表－１５ 2014 年経験年数別被災者数（船重部門） 

 0～5年 6～10年 11～15年 16～20年 21～30年 31年以上 

総合重工 30 9 4 3 3 2 

造船 16 15 5 5 8 4 

機器 8 5 1 5 0 1 

エンジ 3 1 0 0 0 0 

県本部加盟 1 1 0 0 0 1 

 
表－１６ 2014 年経験年数別被災者数（非鉄・独立・建設部門） 

 0～5年 6～10年 11～15年 16～20年 21～30年 31年以上 

非鉄総合 18 6 1 4 9 3 

非鉄関連 2 2 0 0 1 0 

県本部加盟 1 0 0 0 0 0 

独立 4 1 0 1 1 0 

建設 18 7 4 4 2 2 

 

 
 

以 上 


